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諮問第３号 

     

人権擁護委員候補者の推薦につき意見を求めることについて 

 

次の者を人権擁護委員候補者として推薦したいので、人権擁護委員法（昭和24年法

律第139号）第６条第３項の規定に基づき、議会の意見を求める。 

 

 

令和７年９月９日提出 

 

                    登米市長 熊 谷 康 信     

 

 

氏  名 日野 みち子 

住  所 登米市登米町 
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諮問第４号 

     

人権擁護委員候補者の推薦につき意見を求めることについて 

 

次の者を人権擁護委員候補者として推薦したいので、人権擁護委員法（昭和24年法

律第139号）第６条第３項の規定に基づき、議会の意見を求める。 

 

 

令和７年９月９日提出 

 

                    登米市長 熊 谷 康 信     

 

 

氏  名 志賀 尚 

住  所 登米市豊里町 
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諮問第５号 

     

人権擁護委員候補者の推薦につき意見を求めることについて 

 

次の者を人権擁護委員候補者として推薦したいので、人権擁護委員法（昭和24年法

律第139号）第６条第３項の規定に基づき、議会の意見を求める。 

 

 

令和７年９月９日提出 

 

                    登米市長 熊 谷 康 信     

 

 

氏  名 金 正男 

住  所 登米市石越町 
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同意第５号 

     

監査委員選任につき同意を求めることについて    

 

次の者を監査委員に選任したいので、地方自治法（昭和22年法律第67号）第196条

第１項の規定に基づき、議会の同意を求める。 

 

 

令和７年９月９日提出 

 

                    登米市長 熊 谷 康 信     

 

 

氏  名 小野寺 智 

住  所 岩手県一関市花泉町 
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報告第 19 号 

     

継続費精算報告について 

 

地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第145条第２項の規定により、令和６年

度に終了した登米市一般会計予算の継続費の精算について、別紙のとおり報告する。 

 

 

令和７年９月９日提出 

 

                    登米市長 熊 谷 康 信     
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報告第 20 号 

     

令和４年度及び令和５年度登米市健全化判断比率の修正の 

報告について 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成19年法律第94号）第３条第１項の

規定により、令和４年度及び令和５年度決算に基づく登米市健全化判断比率のうち、

実質公債費比率の修正について、監査委員の意見を付けて次のとおり報告する。 

 

 

令和７年９月９日提出 

 

                    登米市長 熊 谷 康 信     

 

 

                             （単位：％） 

決算年度 修正前 修正後 

 令和４年度  ８．３  ７．６ 

 令和５年度  ９．０  ７．７ 
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報告第 21 号 

     

令和６年度登米市健全化判断比率の報告について 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成19年法律第94号）第３条第１項の

規定により、令和６年度決算に基づく登米市健全化判断比率を監査委員の意見を付け

て次のとおり報告する。 

 

 

令和７年９月９日提出 

 

                    登米市長 熊 谷 康 信     

 

 

                             （単位：％） 

健全化判断比率 令和６年度 早期健全化基準 

実質赤字比率 － １１．９７ 

連結実質赤字比率 － １６．９７ 

実質公債費比率 ７．８ ２５．０ 

将来負担比率 ６０．３ ３５０．０ 

備考 

１ 実質赤字比率及び連結実質赤字比率については、比率が算定されない 

ため「－」を記載している。 



- 13 - 

 

報告第 22 号 

     

令和６年度登米市資金不足比率の報告について 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成19年法律第94号）第22条第１項の

規定により、令和６年度決算に基づく登米市資金不足比率を監査委員の意見を付けて

次のとおり報告する。 

 

 

令和７年９月９日提出 

 

                    登米市長 熊 谷 康 信     

 

 

                            （単位：％） 

特別会計の名称 資金不足比率 

水道事業会計 － 

下水道事業会計 － 

病院事業会計 － 

老人保健施設事業会計 － 

宅地造成事業特別会計 － 

備考 

１ 「資金不足比率」欄において資金不足比率が算定されない場合は、 

「－」を記載している。 

２ 資金不足比率が20％以上の場合は、経営健全化基準に該当する。 
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報告第 23 号 

 

令和７年度登米市一般会計補正予算（専決第２号）に係る    

専決処分の報告について 

 

令和７年７月16日、令和７年度登米市一般会計補正予算（専決第２号）について、

別紙のとおり専決処分したので、地方自治法（昭和22年法律第67号）第180条第２項の

規定により報告する。 

 

 

  令和７年９月９日提出 

 

                    登米市長 熊 谷 康 信     
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専 決 処 分 書 

  

 令和７年度登米市一般会計補正予算（専決第２号）について、地方自治法（昭和22

年法律第67号）第180条第１項の規定により、次のとおり専決処分する。 

 

 

  令和７年７月16日 

 

                    登米市長 熊 谷 康 信     

 

 

（別冊） 
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報告第 24 号 

     

損害賠償の額を定め和解することに関する専決処分の報告    

について 

 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第180条第１項の規定により、次のとおり専決

処分したので、同条第２項の規定により報告する。 

 

 

  令和７年９月９日提出 

 

                    登米市長 熊 谷 康 信     

 

 

区分 専決処分年月日 事故の概要 
損害賠償額 

和 解 内 容 

営造物の

管理瑕疵 

令和７年７月10日 令和７年４月16日、登米市東和

町米川字町下地内の市有共葬

墓地西側斜面にあるマツが根

本から倒れ、相手方墓地の墓石

等を破損させたもの 

330,000円 

その余の請求を

放棄 
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報告第 25 号 

 

放棄した債権の報告について 

 

登米市債権管理条例（平成22年登米市条例第43号）第15条第１項の規定に基づき、

市の債権について、下記調書のとおり放棄したので、同条第２項の規定により報告す

る。 

 

 

  令和７年９月９日提出 

 

                    登米市長 熊 谷 康 信     

 

 

債権放棄調書 

 

債権放棄年月日：令和７年３月31日 

債権の名称 債権放棄の事由 
令和６年度の放棄した債権 

備 考 
人数 件数 金額 

育英資金 

貸付基金 

第１号該当 

（生活困窮） 
６人 55件 273,000円 

民法の改正により、

令和元年度以前に

発生した債権は時

効10年、それ以降

に発生した債権は

時効５年 

 

合計人数のうち 

実人数は１人 

 平成27年度 １人 ５件 23,000円 

平成28年度 １人 12件 60,000円 

平成29年度 １人 12件 60,000円 

平成30年度 １人 12件 60,000円 

令和元年度 １人 12件 60,000円 

令和２年度 １人 ２件 10,000円 

合   計 ６人 55件 273,000円  
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債権放棄年月日：令和７年３月31日 

債権の名称 債権放棄の事由 
令和６年度の放棄した債権 

備 考 
人数 件数 金額 

学校給食費 第１号該当 

（生活困窮） 
11人 122件 562,621円 

民法の改正により、

令和元年度以前に

発生した債権は時

効２年、それ以降

に発生した債権は

時効５年 

 

合計人数のうち 

実人数は８人 

 平成18年度 １人 14件 62,000円 

平成19年度 １人 24件 108,000円 

平成20年度 １人 ９件 40,500円 

平成21年度 １人 10件 45,000円 

平成30年度 １人 ７件 26,600円 

令和２年度 ２人 14件 78,380円 

令和３年度 ２人 24件 115,470円 

令和４年度 ２人 20件 86,671円 

第５号該当 

（行方不明） 
１人 ６件 27,000円 

 平成24年度 １人 ６件 27,000円 

第７号該当 

（徴収停止） 
４人 ６件 15,419円 

 

平成17年度 １人 １件 3,079円 

平成18年度 １人 １件 923円 

平成19年度 １人 １件 1,687円 

平成23年度 １人 ３件 9,730円 

合   計 16人 134件 605,040円  
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債権放棄年月日：令和７年３月31日 

債権の名称 債権放棄の事由 
令和６年度の放棄した債権 

備 考 
人数 件数 金額 

水道料金 第３号該当 

（債権消滅） 
13人 39件 266,287円 

民法の改正により、

令和元年度以前に

発生した債権は時

効２年、それ以降

に発生した債権は

時効５年 

 

合計人数のうち 

実人数は41人 

 平成29年度 １人 ７件 15,624円 

平成30年度 ５人 11件 58,326円 

令和元年度 ７人 21件 192,337円 

第７号該当 

（徴収停止） 
43人 116件 280,347円 

 平成26年度 １人 ２件 52,640円 

平成28年度 ３人 11件 25,524円 

平成29年度 13人 40件 99,154円 

平成30年度 13人 38件 68,148円 

令和元年度 ８人 17件 23,880円 

令和２年度 ２人 ２件 2,934円 

令和３年度 ２人 ４件 5,427円 

令和４年度 １人 ２件 2,640円 

合   計 56人 155件 546,634円  

 

債権放棄年月日：令和７年３月31日 

債権の名称 債権放棄の事由 
令和６年度の放棄した債権 

備 考 
人数 件数 金額 

病院事業 

使用料 

第５号該当 

（行方不明） 
７人 24件 422,104円 

民法の改正により、

令和元年度以前

に発生した債権は

時効３年、それ以

降に発生した債権

は時効５年 

 平成23年度 １人 １件 2,890円 

令和元年度 １人 ２件 1,429円 

令和２年度 1人 ６件 78,410円 
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令和３年度 ２人 12件 273,055円  

合計人数のうち 

実人数は６人 令和５年度 ２人 ３件 66,320円 

合   計 ７人 24件 422,104円  
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報告第 26 号 

 

公益財団法人登米文化振興財団の経営状況について 

 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第243条の３第２項の規定により、公益財団法

人登米文化振興財団の経営状況を別冊のとおり報告する。 

 

 

  令和７年９月９日提出 

 

                    登米市長 熊 谷 康 信     
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報告第 27 号 

 

株式会社いしこしの経営状況について 

 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第243条の３第２項の規定により、株式会社い

しこしの経営状況を別冊のとおり報告する。 

 

 

  令和７年９月９日提出 

 

                    登米市長 熊 谷 康 信     
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議案第 67 号 

     

登米市議会議員及び登米市長の選挙における選挙運動の公 

費負担に関する条例の一部を改正する条例について 

 

登米市議会議員及び登米市長の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例（平

成17年登米市条例第34号）の一部を次のとおり改正するものとする。 

 

 

  令和７年９月９日提出 

 

                    登米市長 熊 谷 康 信     

 

 

登米市議会議員及び登米市長の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例

の一部を改正する条例 

登米市議会議員及び登米市長の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例（平

成17年登米市条例第34号）の一部を次のように改正する。 

第４条第２号中「、それぞれに」を「、それぞれ次に」に改める。 

第５条中「が契約」を「が締結」に改める。 

第８条中「７円73銭」を「８円38銭」に改める。 

第11条第２項中「541円31銭」を「586円88銭」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の登米市議会議員及び登米市長の選挙における選挙運動の公費負担に関す

る条例第８条及び第11条第２項の規定は、この条例の施行の日(以下「施行日」と

いう。)以後にその期日を告示される選挙について適用し、施行日の前日までにそ

の期日を告示された選挙については、なお従前の例による。 
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議案第 68 号 

     

登米市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する    

条例について 

 

登米市職員の特殊勤務手当に関する条例（平成24年登米市条例第41号）の一部を次

のとおり改正するものとする。 

 

 

  令和７年９月９日提出 

 

                    登米市長 熊 谷 康 信     

 

 

登米市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例 

登米市職員の特殊勤務手当に関する条例（平成24年登米市条例第41号）の一部を次

のように改正する。 

第５条第１項第２号中「（次項において「特殊災害等」という。）」を削り、「及

び救急業務」を「、救急及び救助業務」に改め、同項第３号中「救助業務」の次に「（前

号に係るものを除く。）」を加え、同項に次の１号を加える。 

(4) 消防組織法（昭和22年法律第226号）の規定に基づき出動して行う業務であっ

て次に掲げるもの 

ア 消防組織法第45条第１項に規定する緊急消防援助隊（以下「緊急消防援助隊」

という。）として出動して行う、同法第44条第１項に規定する消防の応援等 

イ 消防組織法第39条第２項の規定による協定に基づき県内の他の地方公共団体

の区域に出動して行う消防の応援（県外から当該区域に緊急消防援助隊が出動

した場合に限る。） 

第５条第２項第３号中「。ただし、特殊災害等が発生した箇所で行われた業務にあ

っては、業務に従事した日１日につき840円」を削り、同項に次の１号を加える。 

(4) 前項第４号の業務 業務に従事した日１日につき1,080円。ただし、同号の業

務が災害対策基本法（昭和36年法律第223号）、大規模地震対策特別措置法（昭和

53年法律第73号）その他の法令に基づき立入禁止、退去命令等の措置がなされた

区域（当該区域の設定又は拡大がなされたときまでの間における当該区域と同一

地域を含む。）で行われた場合は、業務に従事した日１日につき2,160円 

第５条第３項を次のように改める。 

３ 同一の日において、第１項第１号、第２号又は第４号に掲げる業務のうち、２以
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上の業務に従事したときは、最も高い額の手当を支給する。 

第５条第４項を削る。 

第６条第１項中「、職員」の次に「（給与条例別表第２に定める消防職給料表の適

用を受ける職員を除く。以下この項において同じ。）」を加える。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第 69 号 

     

登米市高齢者、障害者等の移動等円滑化のために必要な特    

定公園施設の設置に関する基準を定める条例の一部を改正    

する条例について 

 

登米市高齢者、障害者等の移動等円滑化のために必要な特定公園施設の設置に関す

る基準を定める条例（平成25年登米市条例第15号）の一部を次のとおり改正するもの

とする。 

 

 

  令和７年９月９日提出 

 

                    登米市長 熊 谷 康 信     

 

 

登米市高齢者、障害者等の移動等円滑化のために必要な特定公園施設の設置に

関する基準を定める条例の一部を改正する条例 

登米市高齢者、障害者等の移動等円滑化のために必要な特定公園施設の設置に関す

る基準を定める条例（平成25年登米市条例第15号）の一部を次のように改正する。 

第４条第６号中「第21条第２項第１号」を「第22条第２項第１号」に改め、同条第

７号中「。以下「省令」という。」を削る。 

第７条第１項第１号中「第５条第１項第１号」を「第５条第１号」に改める。 

   附 則  

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第 70 号 

     

登米市行政手続における特定の個人を識別するための番号    

の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用に関する条    

例の一部を改正する条例について 

 

 

登米市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に

基づく個人番号の利用に関する条例（平成27年登米市条例第42号）の一部を次のとお

り改正するものとする。 

 

 

  令和７年９月９日提出 

 

                    登米市長 熊 谷 康 信     

 

 

登米市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律に基づく個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例 

登米市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に

基づく個人番号の利用に関する条例（平成27年登米市条例第42号）の一部を次のよう

に改正する。 

第４条第４項中「できる」を「あった」に改め、同項を同条第５項とし、同条第３

項の次に次の１項を加える。 

４ 市の機関は、法別表の各項の下欄に掲げる事務（法第９条第１項に規定する準法

定事務を含む。）を処理するために必要な限度で、住登外者宛名番号管理機能（市

の事務を処理するために利用する情報システムの機能であって住登外者（住民基本

台帳法（昭和42年法律第81号）に基づき市が備える住民基本台帳に記録されていな

い者をいう。以下同じ。）を特定する固有の番号を付番し、管理するものをいう。

以下同じ。）による住登外者の情報の管理に関する情報（以下「住登外者宛名情報」

という。）であって自らが保有するものを利用することができる。 

別表第１に次のように加える。 

４ 市長 住登外者宛名番号管理機能による住登外者の情報の管理に関する事務で

あって規則で定めるもの 
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別表第２の１の項中 

「    

 住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）

による住民票の記載事項（以下「住民票

関係情報」という。）であって規則で定

めるもの 

 

 

 

 

を 

  」  

「    

 住民基本台帳法による住民票の記載事項

（以下「住民票関係情報」という。）で

あって規則で定めるもの 

 

 

 に改め、同表の２の項中 

 住登外者宛名情報であって規則で定める

もの 

 

 

  」  

「    

 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並び

に永住帰国した中国残留邦人等及び特定

配偶者の自立の支援に関する法律（平成

６年法律第30号）による支援給付に関す

る情報（以下「残留邦人情報」という。）

であって規則で定めるもの 

 

 

 

 

 

 

を 

  」  

「    

 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並び

に永住帰国した中国残留邦人等及び特定

配偶者の自立の支援に関する法律（平成

６年法律第30号）による支援給付に関す

る情報（以下「残留邦人情報」という。）

であって規則で定めるもの 

 

 

 

 

 

 

に改め、同表の３の項中「知的障害者に 

 住登外者宛名情報であって規則で定める

もの 

 

 

  」  

関する情報」の次に「（以下「障害者関係情報」という。）」を加え、 
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「    

 残留邦人情報であって規則で定めるもの  を 

  」  

「    

 残留邦人情報であって規則で定めるもの  

に改め、同表に次のように加える。  住登外者宛名情報であって規則で定める

もの 

 

 

  」  

４ 市長 住登外者宛名番号管理機能によ

る住登外者の情報の管理に関す

る事務であって規則で定めるも

の 

医療保険各法、高齢者の医療の確保に関

する法律又は介護保険法による医療に関

する給付の支給又は保険料の徴収に関

する情報であって規則で定めるもの 

生活保護関係情報であって規則で定め

るもの 

地方税関係情報であって規則で定めるも

の 

住民票関係情報であって規則で定めるも

の 

児童扶養手当法による児童扶養手当の

支給に関する情報であって規則で定める

もの 

残留邦人情報であって規則で定めるもの 

障害者関係情報であって規則で定めるも

の 

特別児童扶養手当等の支給に関する法

律による受給資格に関する情報であって

規則で定めるもの 

   附 則  

 この条例は、令和７年11月25日から施行する。 
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議案第 71 号 

     

令和７年度登米市病院事業会計資本剰余金の処分について    

 

令和７年度登米市病院事業会計のうち、他会計負担金をもって貸し付けた修学一時

金の不納欠損処理により発生する損失について、他会計負担金を源泉とする資本剰余

金7,600,000円をもって補填するため、地方公営企業法（昭和27年法律第292号）第32

条第３項の規定により、議会の議決を求める。 

 

  令和７年９月９日提出 

 

                    登米市長 熊 谷 康 信     

 

 

１ 不納欠損処理する貸付金 

（単位：円） 

名称 貸付年度 貸付金額 資本剰余金 帳簿残高 

医学生修学一時金 

貸付金 
平成23年度 7,600,000 7,600,000 7,600,000 

 

 

２ 資本剰余金を処分する日付 

令和７年10月31日 
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認定第１号 

     

令和６年度登米市一般会計歳入歳出決算認定について 

 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第233条第３項の規定により、令和６年度登米

市一般会計歳入歳出決算を監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

 

 

  令和７年９月９日提出 

 

                    登米市長 熊 谷 康 信     
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認定第２号 

     

令和６年度登米市国民健康保険特別会計歳入歳出決算認定    

について 

 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第233条第３項の規定により、令和６年度登米

市国民健康保険特別会計歳入歳出決算を監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

 

 

  令和７年９月９日提出 

 

                    登米市長 熊 谷 康 信     
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認定第３号 

     

令和６年度登米市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算認    

定について 

 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第233条第３項の規定により、令和６年度登米

市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算を監査委員の意見を付けて議会の認定に付す

る。 

 

 

  令和７年９月９日提出 

 

                    登米市長 熊 谷 康 信     
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認定第４号 

     

令和６年度登米市介護保険特別会計歳入歳出決算認定につ    

いて 

 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第233条第３項の規定により、令和６年度登米

市介護保険特別会計歳入歳出決算を監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

 

 

  令和７年９月９日提出 

 

                    登米市長 熊 谷 康 信     
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認定第５号 

     

令和６年度登米市土地取得特別会計歳入歳出決算認定につ    

いて 

 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第233条第３項の規定により、令和６年度登米

市土地取得特別会計歳入歳出決算を監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

 

 

  令和７年９月９日提出 

 

                    登米市長 熊 谷 康 信     
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認定第６号 

     

令和６年度登米市宅地造成事業特別会計歳入歳出決算認定    

について 

 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第233条第３項の規定により、令和６年度登米

市宅地造成事業特別会計歳入歳出決算を監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

 

 

  令和７年９月９日提出 

 

                    登米市長 熊 谷 康 信     
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認定第７号 

     

令和６年度登米市水道事業会計決算認定について 

 

地方公営企業法（昭和27年法律第292号）第30条第４項の規定により、令和６年度

登米市水道事業会計決算を監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

 

 

  令和７年９月９日提出 

 

                    登米市長 熊 谷 康 信     
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認定第８号 

     

令和６年度登米市下水道事業会計決算認定について 

 

地方公営企業法（昭和27年法律第292号）第30条第４項の規定により、令和６年度

登米市下水道事業会計決算を監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

 

 

  令和７年９月９日提出 

 

                    登米市長 熊 谷 康 信     
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認定第９号 

     

令和６年度登米市病院事業会計決算認定について 

 

地方公営企業法（昭和27年法律第292号）第30条第４項の規定により、令和６年度

登米市病院事業会計決算を監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

 

 

  令和７年９月９日提出 

 

                    登米市長 熊 谷 康 信     
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認定第 10 号 

     

令和６年度登米市老人保健施設事業会計決算認定について    

 

地方公営企業法（昭和27年法律第292号）第30条第４項の規定により、令和６年度

登米市老人保健施設事業会計決算を監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

 

 

  令和７年９月９日提出 

 

                    登米市長 熊 谷 康 信     

 

 

 

 



 


